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序     文 

 

 インドでは、急性下痢症疾患が依然として高い乳幼児死亡率の主要原因となっており、同疾患への

対策が急務となっています。インド政府は下痢症疾患に係る研究の中枢的な役割を担っている国立コ

レラ・腸管感染症研究所（NICED）に対する下痢症対策の技術協力を我が国に要請し、これを踏まえて

平成 10 年２月より５年間の協力期間において、インド国新興下痢症対策プロジェクトが実施されまし

た。 

同プロジェクトでは、特に細菌部門において５年間で目覚しい技術力の向上がありましたが、今後

は NICED だけではなく、インド全体におけるこれらの診断技術の普及、及び細菌部門以外の部門にお

ける診断技術の向上が引続き求められています。 

今般、同プロジェクトの成果を踏まえ、さらに細菌部門以外の分野における診断技術の向上を図り、

ひいてはインド国全体の下痢症疾患の減少を目的として、同プロジェクトフェーズ２の要請がありま

した。これを受け、国際協力事業団は実践女子大学教授の竹田美文氏を団長として、平成 15年６月に

実施協議調査団を派遣しました。 

本報告書は、これらの調査結果を取りまとめたものです。ここに、本調査にご協力を賜りました関

係各位に深甚なる謝意を表しますとともに、今後とも本件技術協力の成功のため、引き続きご指導、

ご協力を賜りますようお願い申し上げます。 

 

 平成 15年７月 

 

国際協力事業団   

理事 松岡 和久  
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事業事前評価表（技術協力プロジェクト） 
作成日：2003.5.23 

担当部課：医療協力第一課 

案件名：新興下痢症対策プロジェクトフェーズ２ 

対象国：インド 実施地域：コルカタ 

実施予定期間：2003.7.1～2008.6.30 

１．プロジェクト要請の背景 

  インド、とりわけ西ベンガル州では、毎年報告されているだけでも 100 万人を超える下痢症患

者がおり、年間 1,000 人は死亡しているといわれている。係る状況で、インドは「下痢症を始め

とする感染症の死亡率を半数に減少させること」を保健政策として掲げており、その中でも効果

的な治療方法やワクチン開発、大流行を予防するサーベイランスネットワークの強化が謳われて

いる。このような背景のもと、1998 年にインド国の下痢症すべての原因特定・サーベイランス・

治療方法の研究を実施する「国立コレラ・腸管感染症研究所」に対する支援について、日本国に

技術協力の要請があり、フェーズ１が実施された。５年のプロジェクト実施期間が終了し、日本

から移転された技術により、インド政府によるコレラのワクチントライアルが実施される準備が

ほぼ整ったが、フェーズ１では達成できなかった分野の技術移転及びトライアルに必要な技術的

な側面支援が必要であり、これまでの日本の実績を踏まえて、インド側からプロジェクト継続の

要請があった。 

２．相手国実施機関 

  保健省、インド医学研究評議会（ICMR）、国立コレラ・腸管感染症研究所（NICED） 

３．プロジェクトの概要及び達成目標 

（１）達成目標 

  １）プロジェクト終了時の達成目標 

    NICED における下痢症の鑑別診断能力が向上し、効果的な治療対策技術が確立し、その成

果がインド国内外の医師にも普及する。 

  ２）協力終了後に達成が期待される目標 

    プロジェクト目標で達成された診断能力向上や治療対策技術が更に普及し、インド国内に

おける下痢症による死亡率が低下する。 

 

（２）成果・活動 

  上記の目標を達成するために、以下のような成果を目指した活動を行う。 

  １）ウィルス性及び寄生虫性下痢症の分子生物学的診断技術が確立される。 

  ２）下痢症の治療薬の効果が改善し、患者に適用される。 

  ３）診断用血清及び菌株が、適切に管理・保存される。 

  ４）下痢症の病原体の常時監視体制が確立する。 

  ５）NICED で確立した診断技術が国内外の医師/病院に普及する。 

  ６）国内の下痢症に関する情報ネットワークが確立する。 

 

（３）投入（インプット） 

  ・日本側： 

   ２億 5,000 万円 

   専門家（微生物学、ウィルス学、寄生虫学、環境生態学ほか） 

   機材（分析機器、情報収集関連機材ほか） 

   本邦研修 ２～３名/年 現地国内研修、第三国研修 



  ・インド側： 

   NICED オフィス、カウンターパート（C/P）、ランニングコスト、試薬など消耗品 

 

（４）実施体制 

  日常の C/P は NICED の所長以下研究所のスタッフとなるが、重要決定事項や NICED の予算確保、

大方針の策定などは ICMR が行う。この ICMR は、NICED のみならず国内に 21ある医科学研究所の

取りまとめを行っており、一応保健省の管轄下であるが、実際には半独立的に活動している、世

界でも有数の組織である。 

４．評価結果（実施決定理由） 

  以下の視点からプロジェクトを評価した結果、協力を行うことは必要かつ妥当と判断される。

（１）妥当性 

  インド政府は約 20 年ぶりに策定された保健政策 2002 において、下痢症による死亡率を半数に

することを掲げている。プロジェクト実施機関が存在する西ベンガル州カルカッタは、国内でも

最も下痢症の罹患・死亡率が高い地域であることから、この地域に存在する研究所を支援するこ

とによって、下痢症の確定診断と治療方法の改善に寄与することとなる。また、JICA 国別事業実

施計画の重点分野である「貧困対策」の「感染症対策プログラム」にも合致することから、JICA

の協力方針と整合性を有し、案件として妥当性があると思われる。 

 

（２）有効性 

  フェーズ１の成功によって、NICED に対する技術移転の効果は既に実証済みである。また、こ

れまでは「研究所プロジェクト」として、貧困層への裨益効果が見えにくい部分もあったが、フ

ェーズ２の実施により、直接貧困層に裨益する成果が出せることから、有効性は高い。 

 

（３）効率性 

  フェーズ１で C/P 研修員として来日した十数名の研修員は、誰一人として研究所から去ること

なく、研修で学んだことを活かして業務を遂行している。日本人専門家の派遣は少なかったわり

には、大きな技術移転の効果をあげている。これらのことから、フェーズ２でも投入に対する効

果を最も発現できる実施機関であることは明らかである。フェーズ２ではこれに加え、プロジェ

クトの一環として在外研修、第三国研修を実施することから、１つのプログラムとして効率的に

事業を展開することが可能である。 

 

（４）インパクト 

  本件とほぼ同時に、コルカタにおけるコレラワクチントライアルが開始される。また、まだ最

終決定はしていないが、無償資金協力による設備の拡充も計画されている。これらとプロジェク

トの成果が一体となった場合は、実施機関である NICED が、国際コレラセンターとして、周辺国

にも認知される可能性を十分秘めており、それに貢献したのが JICA であるという日本のプレゼン

スを示すことができる。技術協力が困難であるインドにおいては、大きなインパクトとなり得る。

またフェーズ１では、プロジェクトで育成した人材が名誉ある国際学会の外国人理事として認定

されたが、今後もこの NICED からそのような人材が輩出される可能性は高い。 

 

（５）自立発展性 

  フェーズ１で日本が支援したことにより、インド国内での NICED の評価が高まったことから、

NICED の予算がプロジェクト開始当初より数倍アップした。技術も機材使用方法も、日本から学

んだことはインド側が確実に自力で継続している。フェーズ２でも、少ない投入ながらも効果的

な技術移転を進めることで、インド側のさらなる自立発展性を養うことが可能である。 



５．外部要因リスク（外部条件） 

  NICED は今後、国家の方針によりコルカタにおいてコレラワクチンのトライアルを開始するこ

ととなっている。日本はこれには直接関与はしないものの、州政府及び住民の理解の下、トライ

アルが順調に進むことがプロジェクトの成果にも大きな影響を与え得る。 

６．今後の評価計画 

（１）今後の評価に使う指標 

  中間評価：国内外医師への研修実施の達成数及びその内容、国内の情報ネットワーク化の進捗

状況、NICED におけるウィルス学及び寄生虫学分野の確定診断技術の習熟度合い終

了時評価：中間評価の指標に加え、診断用血清の維持管理記録、病原体の常時監視

体制の確立状況、薬剤耐性研究の成果データ 

  事後評価：コルカタの下痢症罹患率 

 

（２）評価スケジュール 

  中間評価：2005 年 10 月頃、終了時評価：2008 年１月頃、事後評価：2010 年頃に実施予定 
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第１章 実施協議調査団の概要 
 

１－１ 調査団派遣の経緯と目的 

 インド国、とりわけ西ベンガル州では、毎年報告されているだけでも 100 万人を超える下痢症患者

がおり、年間 1,000 人は死亡しているといわれている。かかる状況で同国は「下痢症を始めとする感

染症の死亡率を半数に減少させること」を保健政策として掲げており、その中でも効果的な治療方法

やワクチン開発、大流行を予防するサーベイランスネットワークの強化が謳われている。 

 このような背景のもと、1998 年にインド国の下痢症すべての原因特定・サーベイランス・治療方法

の研究を実施する「国立コレラ・腸管感染症研究所」（NICED）に対する支援について、日本国に技術

協力の要請があり、1998 年より５年間、インド国新興下痢症対策プロジェクト（フェーズ１）が実施

された。５年のプロジェクト実施期間が終了し、日本から移転された技術により、特に細菌部門にお

ける目覚しい診断技術の向上があったが、フェーズ１では達成できなかった分野における技術的支援

が引続き必要であり、これまでの日本の実績を踏まえて、インド側からプロジェクト継続の要請があ

った。 

 これを受け、同プロジェクトフェーズ２に係る協力の基本計画、プロジェクト実施体制及びプロジ

ェクト開始後の暫定実施計画の策定を目的とし、実践女子大学教授の竹田美文氏を団長として、平成

15 年６月に実施協議調査団を派遣した。 

 

１－２ 調査団の構成 

 

氏 名 担当分野 所 属 派遣期間 

竹田 美文 団長・総括 実践女子大学生活文化学部 教授 2003.6.19～6.24 

勝野 優子 協力計画 
国際協力事業団 医療協力部 

医療協力第一課 職員 
2003.6.16～6.24 

 

１－３ 調査日程 

 

日順 月日 曜日 行程 調査内容 

１ 6 月 16 日 月 
成田→バンコク→ 

コルカタ（団員２） 

移動 

２ 6 月 17 日 火  

NICED 所長表敬、施設内見学 

在コルカタ日本国総領事館表敬 

専門家との打合せ 

３ 6 月 18 日 水  NICED 関係者及び専門家との打合せ 

４ 6 月 19 日 木 
コルカタ→デリー（団員２）

成田→デリー（団員１） 

移動 

JICA インド事務所との打合せ 

５ 6 月 20 日 金 

 JICA インド事務所との打合せ 

大蔵省、保健家族福祉省、ICMR（インド

医学研究評議会）との協議 
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６ 6 月 21 日 土 
 

資料整理 

７ 6 月 22 日 日 
 

ICMR、NICED との最終協議 

８ 6 月 23 日 月 
 R/D の署名・交換 

在インド国日本大使館への報告 

９ 6 月 24 日 火 デリー→バンコク→成田 帰国 

*団員１：団長 団員２：協力計画 

 

１－４ 主要面談者 

（１）インド側 

１） 大蔵省経済局 

Ms.Sreyasi Chaudhari Under Secretary 

 

２） 保健家族福祉省 

Dr.Srinivas Tata Deputy Secretary 

 

３） インド医学研究評議会（Indian Council of Medical Research：ICMR） 

Prof.N.K,Ganguly Director General 

Dr.L.Kant Senior Deputy Director General 

 

４） 国立コレラ・腸管感染症研究所（National Institute of Cholera and Enteric Diseases：

NICED） 

Dr.S.K.Battacharya Director 

Dr.Phalguni Dutta Deputy Director and Head of Division of Clinical 

Medicine 

Dr.Pradeep Das Deputy Director 

Dr.Manoj Kumar Chakrabarti Deputy Director and Head of Division of  

Pathophysiology 

Dr.T.Ramamurthy Assistant Director 

 

（２）日本側 

１） 在インド国日本大使館 

林 暘 特命全権大使 

中野 智行 一等書記官 

 

２） 在コルカタ日本総領事館表敬 

清水 健司 駐コルカタ日本国総領事 

深谷 強 同副領事 
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３） JICA インド事務所 

酒井 利文 所 長 

松本 隆 所 員 

 

４） 専門家 

竹野 伸二 業務調整（フェーズ１） 

吉崎 史明 業務調整（フェーズ２） 
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第２章 調査結果 
 

２－１ 対象プロジェクトの概要 

（１） 協力期間 

2003 年から５年間 

 

（２） 相手国実施機関 

国立コレラ・腸管感染症研究所（NICED） 

 

（３） プロジェクト目標 

NICED において下痢症疾患の対策技術が強化され、全国に普及する。 

 

（４） 成 果 

  １）ウィルス性及び寄生虫性下痢症の分子生物学的診断技術が確立される。 

  ２）診断用血清及び菌株が、適切に管理・保存される。 

  ３）下痢症の病原体の常時監視体制が確立する。 

  ４）国内の下痢症に関する情報ネットワークが確立する。 

  ５）NICED で確立した診断技術が、国内外の医師/病院に普及する。 

  ６）下痢症の治療薬の効果が改善し、患者に適用される。 

 

（５）活 動 

  １）腸管病原体の型別及び遺伝子解析（DNA 分析）の実施 

  ２）急性水様下痢症患者の血清の収集・分析・分類・保存、診断血清製造施設の整備、適切な動

物実験室の維持管理、菌株や血清の保存ファイルの作成 

  ３）病原体の疫学的常時監視体制の整備、疫学調査フィールドの選定、水環境の微生物生態のフ

ィールド調査の実施 

  ４）関連病院及び周辺国の医師に対する研修の実施、技術を習得した医師及び技師の活動状況の

フォロー 

  ５）連携する病院施設における患者情報の収集、流行情報を迅速に捕捉するネットワークシステ

ムの構築 

  ６）腸管病原体の薬剤耐性の試験の実施、試験の結果を基にした適切な抗生剤の患者への処方、

経口補水液の組成改良 

 

（６）投 入 

   日本側：専門家（微生物学、ウィルス学、寄生虫学、環境生態学ほか） 

       機材（分析機器、情報収集関連機材ほか） 

       本邦研修 ２～３名/年 現地国内研修、第三国研修 

   インド側：NICED オフィス、C/P、ランニングコスト、試薬など消耗品 
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２－２ 実施体制 

 日常の C/P は NICED の所長以下研究所のスタッフとなるが、重要決定事項や NICED の予算確保、大

方針の策定などはインド医学研究評議会（ICMR）が行う。ICMR は、NICED のみならず 国内に 21 ある

医科学研究所の取りまとめを行っており、組織上保健省の管轄下であるが、実際には半独立的に活動

している、世界でも有数の組織である。 

 

２－３ 討議議事録の交渉経緯 

 本調査団の派遣に先立ち、相手国側に示してあった討議議事録（R/D）案について、大蔵省、保健家

族福祉省、ICMR との協議、ICMR 及び NICED との個別協議を行い、合意を経た。 

 協議の中で、フェーズ１における成果の確認があったほか、現在下痢症研究及びコントロールセン

ターフェーズ２で側面的支援を検討しているコレラワクチン・トライアルについての質問があった。 

 



 

付 属 資 料 
 
 
 

討議議事録（R/D） 
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